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１．新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の再徹底について 
市内において８月中旬から多数のクラスターが発生し、ワクチン接種後の感染例も報告さ

れていることから、各事業所におかれましては、引き続き感染予防対策・利用者及び職員の
健康観察の継続をお願いいたします。 

【平時の取組み】 
①利用者や職員の体温、症状を記録してください。市ホームページに掲載している「健康観察
票」を引続き作成してください。 

②後述の通知を確認し、感染予防対策について、全職員（委託業者を含む）で実施してくださ
い。 

③保健所から問い合わせがあった場合に対応する担当者を決めてください。 
保健所へ健康相談等をする場合もこの担当者を通して行ってください。また、陽性が確認さ
れた場合を想定し、統括業務、消毒・清掃業務等、各職員の役割を決めてください。 

④衛生用品（マスク、ガウン、ディスポーザブル手袋等）の備蓄量を把握するとともに、衛生
用品等の備蓄をお願いします。なお、新型コロナウイルス感染症に対応するためのかかり増
し経費を考慮し、令和３年９月 30 日までは全サービスの基本報酬に上乗せ（0.1％）で対応
することとなります。 
→令和 3年 9 月 28 日付け厚生労働省事務連絡（「感染防止対策の継続支援」の周知について）
において、対象期間を令和 3 年 10 月 1 日から 12 月 31 日までとする感染防止対策の継続
支援が示されました。0.1％の上乗せは、令和 3年９月末で終了となりますが、代替措置と
して、新たな補助金により実施されます。補助上限や対象経費等の詳細は追って示される
ことになっていますので、各事業所におかれましては、まずは感染防止対策の継続に係る
領収書を保存いただくようお願いいたします。 

⑤入所施設では、施設内で検体を採取できる部屋等の確保について検討してください。 
  ※施設内で採取できない場合、利用者の検査場所までの送迎をお願いする可能性があります。

【発熱等の症状がある場合】 
※利用者及び介護従事者は、積極的に検査を実施することになっております。 

①職員に発熱等の症状がある場合は、出勤を控えてください。 

②利用者又は職員に発熱等の症状がある場合は、かかりつけ医療機関又は施設が契約等してい
る協力医療機関に受診前に電話相談し、検査対応できるかを確認してください。 

  かかりつけ医療機関等がない場合 は対応できない場合は、 森県新型コロナウイルス感染
症コールセンター（0120-123-801）へご相談ください。 
新型コロナウイルス感染症患者と接触した等、心当たりがある方は、受診相談センター（八
 市保健所、0178-38-0729）へご相談ください。
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【陽性が確認された場合】 

①検査の結果、陽性が確認された場合には、保健所の疫学調査により必要に応じて、利用者・
職員の検査を実施します。 
 ※市は公衆衛生の観点から、休業の必要性の有無について判断し、必要に応じて、通所系サ
ービス・短期入所サービス事業所に対して休業を要請する場合があります。 
また、休業期間でも保健所や当課との情報共有、関係機関との連絡調整が必要となります。
連絡調整等については、当課でも事業所支援を行いますので、ご相談ください。 

②保健所の積極的疫学調査のため、症状出現２日前からの接触者リストを求められます。リス
ト作成に当たっては、同じテーブルで食事をしている方や同部屋の方、通所系サービスの場
合は同じ利用日の方、送迎車に同乗した方など、接触内容等も調査した上で検査対象者を判
断しますので、可能な範囲で協力をお願いします。  
その他、利用者のケア記録、直近２週間の勤務表、事業所内に出入りした者等の記録、事業
所平面図も求められますので、ご用意ください。 

③通所系サービス、訪問系サービスの利用者が、家族不在等により検査場所まで自力で移動で
きない場合、送迎について、ご協力をお願いする場合があります。 

④利用者、職員の陽性が確認された場合には、介護保険課介護事業者グループ（0178-43-9292）
へ報告してください。 

⑤保健所から濃厚接触者と判断された利用者及び職員は、保健所の指示に基づき自宅待機及び
健康観察をお願いします。 

⑥居宅介護支援事業所又は介護予防支援事業所は、健康観察の期間中の代替サービスについて
の相談対応及び利用調整をしてください。 

⑦緊急的に衛生用品が不足する場合は、介護事業者グループへご相談ください。

【再開に向けて】 

①衛生用品の購入、職員への手当等については、「介護サービス提供体制確保事業」を活用でき
ます。窓 は 森県 齢福祉保険課介護事業者グループ（017-734-9299）となります。 

②事業所を再開する場合は、再開前に介護保険課介護事業者グループへ報告してください。 

③退院基準を満たしている利用者のサービス利用を断ることは「サービス提供拒否の正当な理
由」には該当しません。入院により体力等も低下していることが想定されるため、スムーズ
なサービス再開に向けて取り組んでください。
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【参考：国通知】 

・「新型コロナウイルス感染症 感染者発 シミュレーション」 机上訓練シナリオ 

・「介護現場における感染対策の手引き（第２版）」（令和３年３月９日発出） 

・介護保険最新情報Vol.881 
「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その 2）（一部改正）」 

・介護保険最新情報 Vol.888、892、897「従事者・管理者向けの感染対策に関する研修につい
て」 

・介護保険最新情報Vol.928「介護施設・事業所等における新型コロナウイルス感染症対応等に
係る事例の共有について」

・介護事業所等における新型コロナウイルス感染症への対応等について 

・介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめ 

令和３年度青森県新型コロナウイルス感染症流行下における介護 

サービス事業所等のサービス提供体制確保事業費補助金について 

衛生用品の購入、職員への手当等について補助する事業となります。詳しくは、県ホーム 
ページを参照してください。概要を次ページに掲載しましたので、ご確認をお願いいたし 
ます。 

https://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/kaigo-service-teikyoutaisei-kakuho.html 

-3-



-4-



サービス提供体制強化加算　Ⅰ

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

　サービス提供体制強化加算　なし

２．提出書類の簡素化と書類提出時の注意点について 

（１）書類の簡素化 
事業所指定・更新等を含め、全ての書類において、代表者の押印を求めておりません。 
書類提出は、原則郵送又はメールで提出するようお願いいたします。また、従来のとおり窓
口での提出もできます。 
 ※郵便の場合：〒031-8686   市内丸 丁 1 番 1号   市庁 介護保険課 

  ※介護保険課代表メール：kaigo@city.hachinohe.aomori.jp 

※よく質問が寄せられるケース 

〇資格者証について 
   資格者証の写しについては、既に市へ届け出ている場合は、再度の提出は不要です。 

〇運営規程の職員の員数について 
  職員の員数は、各事業所の人員基準で配置する基準を満たす範囲において、「〇人以上」 
とすることができます。 

   例）訪問介護 訪問介護員 3 人以上 

（２）書類提出時の注意点 
  介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２、別紙３、別紙 26）の特記事項につい
て、変更前・変更後の欄の記載がなく提出されるケースがあります。下記の例のとおり、変更
前の加算と変更後の加算について、記載するようお願いいたします 

（例） 
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３．業務管理体制の整備に係る所管の変更について 

（１）業務管理体制の整備について 
  法令遵守の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事
案等の不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図ること
が目的となっています。 

（２）業務管理体制整備の内容 
指定又は許可を受けている事業所数（みなし事業所等を除く）により、整備する内容は異な
ります。 

 法令遵守に係る監査 

法令遵守マニュアルの整備 法令遵守マニュアルの整備 

法令遵守責任者の選任  法令遵守責任者の選任 法令遵守責任者の選任 

 事業所数２０未満       ２０以上１００未満        １００以上 

（３）業務管理体制整備の届出書の届出先 
  令和３年４月１日より、業務管理体制の整備に関する届出書の届出先が変更となりました。 

【届け出先区分】 【届出先】

事業所等が２以上の都道府県に所
在し、かつ、２以下の地方厚生局
の区域に所在する事業者 

厚生労働省老健局 
事業所数が３以上の地方厚生局の
区域に所在する事業者 

主たる事務所の所在 
する都道府県 

すべての事業所等が同一都道府県
内に所在する事業者 都道府県 

すべての事業所等が同一指定都市
内に所在する事業者 指定都市 
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当市は中核市であるため、すべての事業所が  市内にある事業者（法 ）は、令和３年４
月１日より業務管理体制の届出書の届出先、一般検査、特別検査は当市が行っております。 
本年度中に市が管轄する事業者に対して、一般検査（書面）を実施いたします。書面につい

ては、各事業所の法人本部のメールアドレスを把握しておりませんので、各事業所へメールで
通知いたします。書面検査が届きましたら、法人本部へ送付するようお願いいたします。 

４．ケアマネジメントガイドラインについて（再周知） 

介護保険法の目的である「利用者の尊厳の保持」「自立支援」「重度化防止」に資することを目
的とし、指定居宅介護支援事業所事業者及び指定介護予防支援事業者のケアマネジメントについ
てのガイドラインを作成しましたので、今後の業務の参考としてください。 

https://www.city.hachinohe.aomori.jp/soshikikarasagasu/kaigohokenka/fukushi_kaigo/1/2/3083.html

 ガイドラインにご意見等がございましたら、随時介護事業者グループへお問合せください。 

すべての事業所等が同一中核市内
に所在する事業者 

中核市 

地域密着型サービス(予防含む)の
みを行う事業者で、事業所等が同
一市町村内に所在する事業者 

市町村 
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５．事故報告について 
介護サービスを提供する事業者は、利用者に対する介護サービスの提供により事故が発生した場合、

速やかに当該利用者の家族、居宅介護支援事業者等の関係者及び市へ報告するとともに、必要な措置を
講ずる必要があります。 
市への報告に当たっては、「  市介護保険事業者における事故発 時の報告取扱い要綱」に基づき、

速やかに所定の様式にて報告を ってください。なお、感染症・ 中毒等の発 時には、併せて  市
保健所へも報告を行ってください。

市ホームページ ＞ 健康・福祉 ＞ 福祉・介護 ＞ 事業所の皆様へ ＞ 各種様式（サービス利用関係・その他）  
＞ 事故報告

（１）事故報告の範囲 
市への事故報告が必要であるのに提出がないケースが見受けられます。以下の事故報告

の範囲について確認してください。 
なお、新型コロナウイルス感染症については、感染人数にかかわらず事故報告書を提出 
してください。

【  市介護保険事業者における事故発 時の報告取扱要綱 第３条】 
（1）サービス提供中の利用者の怪我又は死亡事故の発生 
ア 「サービス提供中」とは、送迎・通院等を含む。
イ 「怪我」とは、転倒又は転落に伴う骨折及び出血、火傷、誤嚥、誤薬等で医療機関において治療（当
該施設内及び併設医療機関での医療処置を含む。）又は入院したものを原則とする。 
ウ 怪我、死亡事故等については、事業者側の責任や過失の有無は問わず、利用者の自己責任及び第三者
の過失による事故を含む。 
エ 利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のあるときは報告す
ること。 

（2）感染症、食中毒、結核の発生又はそれが疑われる事例 
ア 感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）」
に規定するもののうち、原則として一類から五類及び新型インフルエンザ等感染症とする。 
イ 同一の感染症、食中毒、結核の患者又はそれらが疑われる死亡者又は重篤患者（医療機関への入院）
が１週間以内に２名以上発生した場合 
ウ 同一の感染症、食中毒、結核の患者又はそれが疑われる者が 10 名以上又は全利用者の半数以上発生
した場合 
エ ア及びイに掲げるもののほか、特に管理者が報告を必要とすると判断した場合 
オ 関連する法に届出義務が規定されている場合には、これに従うこと 

（3）利用者が行方不明となった場合 
ア 行方不明となったその当日中に発見できなかった場合 
イ 警察に捜索願を届け出た場合 

（4）従業員の法令違反、不祥事等があった場合 
（5）火災、地震、風水害、その他これらに類する災害による被害 
（6）その他、報告が必要と認められる事故が発生した場合 
上記のほか、サービスの提供において利用者の処遇に著しい影響を与えた場合
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（２）令和２年度事故報告件数 

事故区分 件 数 

負 傷 
骨 折 ９７件 
打 撲 ８件 
裂 傷 ２２件 

死 亡 ２件 
誤 薬 １件 
食中毒 ０件 

感染症（結核、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症） ５件 
その他 １３件 
計 １４８件 

（３）事故の内容・原因の事例 
・入浴中、足を滑らせ浴槽にぶつける。 

 ・立ち上がる際、シルバーカーをつかみそこね転倒。 
 ・施錠しているドアを自分で開錠、無断外出し行方不明。 
 ・バルーンカテーテルを自分で抜去し出血。

（４）対応や再発防止策の好事例 
・タイマーを活用したこまめな状況確認や、音などで本人の位置を確認できるような見守り体制を
構築する。 

・利用者と介助者双方に負担が少なく必要以上の負荷がかからないよう、介助サポートスライディ
ングシートの使用を継続する。 

・多職種で介助の方法を検討し、写真と説明を加えて統一した介助方法の周知を行う。 
・より注意が必要な方をリストアップして掲示するなどし、複数の介助者で状況を確認しながら対
応にあたる。 

・居室で横になっている時はシルエットセンサーにて行動の確認をし、必要時すぐ訪室できるよう
にする。 
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６．処遇改善加算及び特定処遇改善加算について 

介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）及び介護職員等特定処遇改善加算（以
下「特定加算」という。）について、計画書や実績報告書において誤りが多く見られる箇所を以
下にお示ししますので、いま一度ご確認くださるようお願いいたします。 

（１）計画書・実績報告書
① 計画書と実績報告書で直接入力が必要なのは、色がついているセルです。色がついていな
いセルには計算式が入っていますので、直接入力は行わないでください。 

② 計画書で、＜前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にチ
ェック（ ）＞との注意書きがある欄でも、内容の記載は省略せず、「変更なし」にチェ
ックを入れたうえで、前年度に記載した内容を転記してください。 

③ 計画書で、賃金改善を行う具体的な取組内容を「12 月と 6 月に一時金として支給」等と
記載している場合は、賃金改善実施期間を「令和 3年 4   令和 4 年 3月」ではなく、一
時金を支給する令和 4 年 6 月まで含まれるように「令和 3 年 7   令和 4 年 6 月」とす
るなど、整合性のある内容としてください。 

④ 実績報告書の基準額１、２（前年度の賃金の総額）及び基準額３（グループ別の前年度の
平均賃金額）は、計画書の額を記載することになっていますが、基準額を変更する場合は、
変更前後の基準額と合理的な変更理由を、実績報告書（様式 3-1）の「⑥その他」に記載
してください。 

⑤ 実績報告書（様式 3-2）の「本年度の常勤換算職員数」は、賃金改善実施期間（12 か月）
における累計を記載してください。 

⑥ 実績報告書（様式 3-2）の特定加算におけるの「本年度の賃金の総額」のうち、Ｃグルー
プの賃金を除いた額が、処遇改善加算における「本年度の賃金の総額」と一致するように
してください。（処遇改善加算はＣグループを対象としていないため）

（２）特定加算のグループ設定
① 特定加算では、全ての職員を「Ａ 経験・技能のある介護職員」「Ｂ 他の介護職員」「Ｃ そ
の他の職種」のいずれかのグループに設定してください。また、平均賃金改善額を算出す
る際は常勤換算した人数を用い、賃金改善を実施しない職員も各グループの人数に含めて
ください。 

② Ｃグループのうち、既に賃金が年額 440 万円を超えている職員は賃金改善の対象外とな
り、平均賃金改善額を算出する際に当該職員の賃金はＣグループに含めませんが、Ｃグル
ープの人数には含めてください。なお、Ｃグループに限り常勤換算職員数ではなく実人数
を用いることも可能です。（実人数を使うと平均賃金改善額が下がります。） 
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③ 計画書において、Ａグループ「経験・技能のある介護職員の考え方」を記載する際は、必
須要件である「介護福祉士」という文言を入れてください。 

④ 例外的にＡグループを設定しないことも可能です。その場合は、「介護福祉士の資格を有
する者がいない」「新設した事業所で、介護職員の中で経験・技能に差がない」といった
合理的な理由を、計画書の（(A)にチェック（ ）がない場合その理由）の欄に記載して
ください。なお、「小規模事業所のため加算額が少額」や「職員全体の賃金水準が低い事
業所で、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難」といった理由は、月額 8万円や年額
440 万円を設定できない理由であり、Ａグループを設定しない理由として適当ではありま
せん。 
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７．認知症対応型共同生活介護の自己評価・外部評価について 
令和３年度の制度改正により、認知症対応型共同生活介護事業所の外部評価に

ついて、以下のとおり変更がありました。これにより、外部の者による評価又は
運営推進会議における評価のいずれかから、第三者評価を受けることとなりまし
た。 

【運営推進会議を活用した評価の実施について】 
運営推進会議はおおむね２月に１回以上開催することとしていますが、サー

ビスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスにつ
いて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、運
営推進会議等において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を１年に
１回以上行ってください。これにより、サービスの質の評価の客観性を高め、
サービスの質の改善を図ることを目的としています。  

（１）評価の実施方法について 
①自己評価について 

   事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、認知症対応
型共同生活介護事業所として提供するサービスについて個々の従業者の問
題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につなげていくことを目指してい
ます。  

②運営推進会議による評価について 
・自己評価で取りまとめた事業所で提供されているサービスの内容や課題等
について、運営推進会議に報告した上で、運営推進委員等の第三者の観点
からの意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サービ
スの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で当該事業所が果たすべ

  市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の 
員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（一部抜粋） 

８ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知症対応型 
共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に次に掲げるいずれかの評価を 
受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 
(１) 外部の者による評価 
(２) 第 129 条において準用する第 61 条の 17 第１項に規定する運営推進会議に 

おける評価 

-12-



き役割を明らかにしていくことを目指しています。 

・運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援
センター職員、サービスや評価について知見を有し、公正・中立な第三者
の立場にある者の参加が必要です。これらの者について、やむを得ない事
業により、出席が困難な場合であっても、事前に資料を送付し得た意見を
運営推進会議に報告する等により、一定の関与を確保してください。 

・外部の者による評価は、「第三者による評価」という点において、運営推進
会議を活用した評価と同様の目的を有していることから、外部の者による
評価を受けた場合には、運営推進会議を活用した評価を受けたものとみな
すこととします。 

（２）様式等について（評価に係る項目の参考例） 
自己評価・外部評価・運営推進会議活用ツール（別紙２の２（14 20 ページ

参照））をご活用ください。  

（３）結果の公表について 
運営推進会議を活用した評価の結果は、  市介護保険課へ提出してくださ

い。また、適切な方法で公表してください（例：利用者及び家族へ提供する。
事業所内に掲示する等）。 

（４）留意事項 
運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催する回数が

１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととすると
ともに、外部評価を行う運営推進会議は単独開催で行ってください。 
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８．運営推進会議（介護・医療連携推進会議）について 

（１）令和３年度改正における変更点 
テレビ電話装置等を活用しての開催も可能となりました。ただし、利用者又

はその家族が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該
利用者等の同意を得てください。  
なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ
ンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等
を遵守してください。 

（２）留意事項 
・開催回数を遵守してください。  
・会議の報告書については会議資料を添付し、次の期限内に提出してください。 

   会議を開催した場合    →  会議開催後１か月以内 
   参集せず意見を求めた場合  →  意見が集まってから１か月以内 
・事業所職員のみで会議を開催する場合でも、地域住 の代表者等の運営推進
委員へ報告内容を書面で配付し、意見を求めてください。  

運営推進会議は現在、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点
から、運営推進委員へ報告内容を書面で送付し、意見を求めることで、
参集せずとも運営推進会議を開催したとみなしています。(令和２年２
月 28 日付及び令和２年３月 25 日付事務連絡) 
通常通り、参集して開催する事業所におかれましては、感染防止対策

の徹底に努めるようお願いいします。
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９．移住支援金の対象求人登録のお願い 
当市では、東京圏への一極集中の是正及び地域の中小企業等における人手不足

の解消を 的に、東京圏から  市に移住し、 森県が「移住  援  の  給対象
として登録した法人等」に就業した方に対し、移住支援金を支給する事業を実施
しています。 
これに伴い、移住支援金支給対象法人及び当該法人の求人を募集していますの

で、是非ご登録ください。 
要件、登録方法については、次ページ以降の資料または  市ホームページで

ご確認ください。

※移住支援金とは、東京圏から   市へ移住し、就業した の経済的負担を
軽減するため、移住支援金（最大 100 万円）を支給する事業です。 

【アクセス方法】   市→組織から探す→産業労政課→雇 ・労働
→UIJ ターン就職支援  
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TEL:0178-43-9038    FAX:0178-43-2256   E-mail: sangyo@city.hachinohe.aomori.jp

TEL 017-734-9398 FAX:017-734-8117 E-mail roseinoryoku@pref.aomori.lg.jp
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１０．介護保険における第三者行為について

第三者が起こした行為（交通事故等）が原因で要介護状態になった場合や、要介護度が重度化し、被保
険者（被害者）が介護保険給付を受けることになった場合、その費用は加害者である第三者が負担するの
が原則です。 
介護保険では、介護保険法第21条第１項の規定に基づき、第三者の行為が原因により行った保険給付額
を限度として、保険者（  市）は、被保険者（被害者）が第三者（加害者）に対して有する損害賠償の
請求権を取得（請求権の代位取得）するとされています。 
このように、第三者が起こした行為が原因で、保険者が受けた損害を補填するための求償行為を「第三
者行為による求償」といいます。

平成28年４月１日からの介護保険法施行規則の改正に伴い、交通事故等の第三者行為による被害に係る
求償事務の取組が強化され、第三者行為により介護保険給付を受ける場合、第１号被保険者は保険者（八
 市）への届出が義務付けられました。 

第三者行為による被害届の確実な提出を促すため、第三者求償事案を把握した際には、 
まずは介護保険課へ相談するよう被保険者への周知にご協力ください。

（損害賠償請求権） 
第 21条 市町村は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合において、保険給付を行ったときは、
その給付の価額の限度において、被保険者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 

施行規則
（第三者の行為による被害の届出） 
第 33条の２ 介護給付、予防給付又は市町村特別給付の支給に係る事由が第三者の行為によって生じた
ものであるときは、第一号被保険者は、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した届書を、市町村に提出
しなければならない。 
１ 届出に係る事実 
２ 第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しくは居所が明らかでないときは、その旨） 
３ 被害の状況 
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